家庭部門会議の概要
○目的
・近年の家庭１世帯当たりのエネルギー消費量は、家庭用機器のエネルギー消費効率

の大幅な向上により、伸び率自体は鈍化しているものの、機器の大型化・多様化等

により石油危機以降増加傾向となっている。

・このため、各主体から省エネの取組みについて紹介をいただきながら、家庭での省

エネ促進方策を検討する。
○会議の開催
＜第１回＞
（１）日時：平成27年5月27日（水)　午前10時～正午
（２）場所：大阪府環境情報プラザ　研修室
（３）出席者：
【消費者団体、環境NPO】なにわの消費者団体連絡会、全大阪消費者団体連絡会、公益社団法人全国消費生活相談員協会、公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会西日本支部、ＮＰＯ法人住宅長期保証支援センター、ＮＰＯ法人関西消費者連合会、ＮＰＯ法人ひらかた環境ネットワーク会議、ＮＰＯ法人大阪環境カウンセラー協会
【エネルギー供給事業者】関西電力(株)、大阪ガス(株)、（一社）大阪府ＬＰガス協会

【自治体等】経済産業省近畿経済産業局、大阪市、堺市、貝塚市、大阪府、大阪府地球温暖化防止活動推進センター
（４）概要
・大阪府から、大阪府・大阪市の今年度の取組について紹介した。
・大阪府から、参画主体に対して事前にとった実施テーマに関するアンケート調査の結果と、それを踏まえた今年度のテーマ案を示し、意見交換の上で実施テーマを決定した。
・大阪府から、昨年度に検討した「見える化サービスの普及」のための取組の実施状況について説明した。省エネナビの市町村間融通は、大阪市―吹田市間で調整が進められているものの、財産管理上の問題があり今後の展開は困難。家電へのシール貼付は電気商業組合とも意見交換を踏まえて見合わせることとした。
・大阪府から、昨年度の成果としてまとめた教材冊子について、小学校へ順次配付していることを報告。今年度は、この冊子も活用し、家庭部門会議としてモデルとなるプログラムを作成した上で、出前講座を展開する方針を示し、意見交換した。大阪府地球温暖化防止活動推進センターから、連携の申し出があった。
・今夏の電力需給見通し及び電力システム改革の動向について情報共有した。
（５）会議での主な意見
　（大阪府・市の施策・事業について）
・省エネ・節電の取組について、成果が出たことに対して表彰するというのがあるが、こういった取組は努力の限界があり、そこで心が折れてしまうと困る。うちでは、「1年間がんばったこと」自体を表彰していこうと考えている。
⇒世帯人数毎の平均値を出してそれより上回っているか等、評価の仕方は工夫したい。

・再エネ普及について、理解は進んでいるが、具体的に検討しようというときに、相談したが最後断れないといった雰囲気がある。後腐れなく聞きたいことだけ聞いて帰れる相談会のようなものをやってはどうか。
・太陽光発電がどんどん導入されると関西電力としてはどうなるのか。九州電力などでは接続拒否といった問題も出ている。
⇒系統安定化について技術的に難しくなってきているのは確かだが、関西の場合はベースとして需要が大きいので、府や関西広域連合が目標として掲げている規模ぐらいは問題なく受け入れ可能。
（今年度の取組みについて）
　　○エネルギー教育

　　・エネルギー教育のアウトプットについて、冊子を使ってお勉強という、知ることよりも感じることがより重要で、「何を感じてもらえばいいのか」ということを押さえることが大事。
　　・消費者で被害が多いのはお年寄りで、どうしても教育が十分でなかったという側面がある。小さいころからの教育が重要なので、教材については、低学年向けも作成して、家庭の中で、絵本感覚で学べるものがあるとよい。
　　・最初は知識として知っていくが、その先にはどちらがよいのか「考える」ことになる。良い面と悪い面をセットで伝えることを心掛けている。
　　・子供向けの教育も重要だが、たくさん使っているのは高校生・大学生。独立すればその家は減るが２つの家になる。対象に応じて、何をやるかというのを考えてやってみることが必要。
　　○見える化

　　・見える化について、みんなが知りたいことと少しずれているのかもしれない。グラフなどが表示できるより、今この瞬間に自分の行動の変化で、使用量がどう変化するのか知りたいという声もある。見える化にもいろいろあるが、何をどう見せるのがいいのかは、考える必要がある。
（見える化サービスの普及拡大について）
　　・関西電力の「はぴeみる電」は全体の加入世帯のうち何%の方が登録されているのか。
　　⇒全体の契約数１１００万口に対して、１００万口程度。個別の機器の使用量まではわからないが、「見える化」の第一歩として活用いただければ。
　　・高齢の方にとっては、検針票が来るというのが一番だったりする一方、若い方にとってはスマホが使いやすいなど、世代によっても違う。対象は絞り込んでしまってもよいのではないか。
（環境（エネルギー）教育の推進について）
　　・出前講座プログラムについて、実施の担い手はどう考えるのか。市町村やNPOでも実施しているところもあり、府としては、良いプログラムを作ることに特化する、担い手を育成する側に回っていただくほうがいいのではないか。
　　・小学校で実施する場合、全員参加が原則になるため１コマ４５分でいろいろやるのは難しい。

＜第２回＞

（１）日時：平成27年10月8日（水)　午前9時30分～11時
（２）場所：ドームシティガスビル　会議室
（３）出席者：

【消費者団体、環境NPO】なにわの消費者団体連絡会、全大阪消費者団体連絡会、公益社団法人全国消費生活相談員協会、公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会西日本支部、ＮＰＯ法人住宅長期保証支援センター、ＮＰＯ法人ひらかた環境ネットワーク会議、ＮＰＯ法人摂津市人材サポート・ビューロー

【エネルギー供給事業者】関西電力(株)、大阪ガス(株)、

【自治体等】大阪市、堺市、豊中市、大阪府、大阪府地球温暖化防止活動推進センター

（４）概要
・大阪府から、地球温暖化・エネルギーに関する出前講座プログラムの素案と今後の出前講座の実施予定等について説明し、意見交換した。プログラムについては、大阪府地球温暖化防止活動推進センターが四條畷市・大東市エリアをフィールドに実施中のコンソーシアム事業と連携し、大阪産業大学の学生と一緒に作成・実践するとともに、府としてそれを府域に広く展開することを想定。
・大阪府から、今夏にリリースした「住宅用太陽光発電シミュレーションシステム」について説明し、意見交換した。
・大阪府から、国の電力システム改革の動向と、国が作成・公表したよくある質問・回答について説明し、今後の理解促進について意見交換した。
・関西電力から、「はぴeみる電」リニューアル内容の１つとして、家庭部門会議の中でも意見のあった「アラートメール機能」が付加されたことのお知らせがあった。

（５）会議での主な意見
　（地球温暖化・エネルギーに関する出前講座について）
　　・この場はスマートエネルギー協議会なので電気のことが主になるが、地球温暖化という視点でいうとCO2を多く出す自動車のことなども加味しないと、温暖化対策＝節電ということになってしまう。
　　・このプログラムは、正式なカリキュラムの中に盛り込まれることになるのか、各市町村や学校の状況に合わせて使ってことになるのか。以前、環境家計簿を市内の小学校に展開しようとしたとき、なかなか進まず、夏休みに取り組んでいただく形にして、５～６年かけてようやく７割の学校でやっていただけたという苦労があった。
　　⇒カリキュラムに盛り込むのが究極的には望ましいが、まずは各校の状況に応じて総合学習や社会の授業で対応いただき、その反応を見ていきたい。
　　・市の環境マネジメントシステムの構築にあたって、市立の学校・園を３年かけて回るという取組を手をあげてさせてもらっている。そのベースがあるのが大きく、行政と目的意識を共有できることが１つの基盤になる。
　　・プログラムができたら、市町村や消費者団体などの前で、模擬授業をやってもらえたら、それを見た側が、それぞれの立場で、どのように活用できるかイメージしやすい。
　（住宅用太陽光発電シミュレーションシステム）
　　・既築住宅の屋根に太陽光のような重いものを載せることは住宅業界でも意見が分かれている。耐震性はバランスの問題もあり、どこか片一方に非常に重量がかかると、家のバランスが悪くなって耐震性が落ちるということもあるので、そのあたりもガイドしていただければより良い。
　　・ファイルをダウンロードして使うより、ホームページ上でシミュレーションできると良いのではないか。
　　⇒府としてもその方が良いと考えているが、府のWeb管理システム上、お金をかけなければできない制約があった。予算がかけられない状況下でまず自分たちで作ってやってみようということで作成した。今後、好評いただければそれが後押しになるので、このシステムを広めていきたい。

　（電力システム改革について）
　　・自由化になって価格を選ぶことができ、便利なものを選ぶことができるということはとてもうれしいが、選ぶための能力がないと振り回される。通信自由化のときも非常に混乱した。
　　・一般消費者に何がわからないかと聞いて一番なるほどと思ったのは、電気を他の事業者から買うということは、別の電線を引っ張ってくるのかと思っているといったこと。通信も同じだが、線を借りて送るというイメージがない。

＜第３回＞

（１）日時：平成28年1月20日（水)　午前10時～正午
（２）場所：大阪府環境情報プラザ　研修室
（３）出席者：

【消費者団体、環境NPO】大阪府生活協同組合連合会、なにわの消費者団体連絡会、全大阪消費者団体連絡会、公益社団法人全国消費生活相談員協会、公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会西日本支部、ＮＰＯ法人関西消費者連合会、ＮＰＯ法人住宅長期保証支援センター、ＮＰＯ法人ひらかた環境ネットワーク会議、ＮＰＯ法人大阪環境カウンセラー協会
【エネルギー供給事業者】関西電力(株)、大阪ガス(株)、

【自治体等】大阪市、堺市、大阪府、大阪府地球温暖化防止活動推進センター

（４）概要
・関西電力から、今冬の電力需給状況や高浜発電所３号機の再稼動状況について説明があった。

・大阪府から、地球温暖化・エネルギーに関する教材冊子の作成状況や出前講座の実施状況について説明し、来年度の環境（エネルギー）教育の取組みの方向性（教材冊子の配布、出前講座の実施、人材確保・育成に向けた機会・場の提供）について意見交換した。
・大阪府から、国・府・市町村の家庭への省エネ対策の取組みの状況について説明し、環境家計簿やうちエコ診断の普及やその他の取組みの方向性について意見交換した。また、吹田市が大阪大学と連携して実施した東日本大震災前後のエネルギー使用・意識アンケート調査の分析結果について情報共有した。
・大阪府から、各参画団体に対し、電力小売全面自由化についての周知を依頼した。また、大阪府から、電力小売全面自由化の内容について、国の説明資料を基に説明を行った。

・大阪府から、平成28年度事業として考えている「NPO等による「府民共同発電」と地域活動を支援する取組み」について説明を行い、参画団体への参加を呼びかけた。

・大阪ガスから、ガス検針票を改善したことのお知らせがあった。
（５）会議での主な意見
　（環境（エネルギー）教育）
　　・冊子をちゃんと活用してもらうように、学校へのアンケート調査行うべき。
　　・５年生向けの教育だけではなく、低学年からの教育も考えて欲しい。

・小学校の教師にも出前講座の模擬事業を見てもらう機会を設けてはどうか。あるいは、ビデオを見てもらうことはできないか。

・出前講座のDVDを作成中なので、活用していただくことが可能

・参観日に１つだけでもやってもらうことで話題にならないか。
　（家庭向け省エネの取組み）

　　・子供向けの教育の中にうちエコ診断のお知らせ入れるなど、いろいろ連携できる部分がある
・環境家計簿は結果を分析することが重要だが、個人情報を保護する必要があることや他人との比較によって意図せず善悪に分けられてしまう恐れがあるといった課題もある。
・環境家計簿を実施された方と話しをすることが効果的。
・断熱改修が重要だが、大規模リフォームになると金額がわかりにくいので、具体的な情報提供をしていただくことはできないか。また、大阪型の省エネ住宅がこんなものだというものを出していただけるとありがたい。

・一緒にやっていくということが弱い。つなぎをしていくことが大切。他の自治体の情報提供もしていただきたい。

・電力自由化で家庭の省エネサービスがでてくるかと思っていたが出てきていない印象。例えば、うちエコ診断受けたらポイントをつけるような取組みやメルマガで省エネの取組みを紹介するような工夫が出てこないものか。

（電力小売自由化）

　　・賢い消費者になる必要がある。値引きだけではなく高くても安心安全が重要。
　　・高齢者にもわかりやすい広報を府にもお願いしたい。

資料１－３
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